
(単位：千円)

補正前 補正額 補正後

消防費 1 人件費（消防総務費） 6,764,636 33,490 6,798,126

県　県消防学校派遣職員給与費等負担金 9,335 0 9,335

諸　防災ヘリコプター派遣職員給与費等
　　受入金 9,255 0 9,255

一　般　財　源 6,746,046 33,490 6,779,536

◆ (1) 嘱　託 38,113 △ 3,180 34,933

◆ (2) 職　員 6,652,113 60,076 6,712,189

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 70,604 △ 23,406 47,198

今年度の執行見込みを勘案した補正

2 消防総務管理事業 86,729 △ 3,318 83,411

県　緊急地震・津波対策等交付金（消防） 556 0 556

一　般　財　源 86,173 △ 3,318 82,855

◆ (1) 消防企画・人材育成事業 26,360 △ 3,318 23,042

事業執行に伴う執行差金の減額

3 消防庁舎運営事業 231,805 △ 1,037 230,768

諸　その他収入 650 0 650

債　消防施設整備事業債 21,100 0 21,100

一　般　財　源 210,055 △ 1,037 209,018

◆ (1) 消防庁舎整備事業 25,730 △ 1,037 24,693

事業執行に伴う執行差金の減額

4 人件費（火災予防推進費） 181,836 4,088 185,924

使　市証紙収入 2,932 0 2,932

一　般　財　源 178,904 4,088 182,992

◆ (1) 嘱　託 2,796 33 2,829

◆ (2) 職　員 171,608 4,024 175,632

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 7,432 31 7,463

今年度の執行見込みを勘案した補正

5 人件費（警防業務費） 273,856 △ 14,892 258,964

一　般　財　源 273,856 △ 14,892 258,964

◆ (1) 職　員 240,412 △ 4,490 235,922

◆ (2) 再任用短時間勤務職員 33,444 △ 10,402 23,042

今年度の執行見込みを勘案した補正

事　業・事　項



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 6 国際イベント警備支援事業 15,332 △ 3,765 11,567

一　般　財　源 15,332 △ 3,765 11,567

事業執行に伴う執行差金の減額

7 人件費（情報指令費） 293,256 4,233 297,489

一　般　財　源 293,256 4,233 297,489

◆ (1) 職　員 285,824 7,978 293,802

◆ (2) 再任用短時間勤務職員 7,432 △ 3,745 3,687

今年度の執行見込みを勘案した補正

8 消防団施設運営事業 48,666 △ 11,082 37,584

国　消防団設備整備費補助金 6,670 △ 2,997 3,673

県　緊急地震・津波対策等交付金（消防） 1,643 0 1,643

債　消防施設整備事業債 5,100 △ 1,300 3,800

一　般　財　源 35,253 △ 6,785 28,468

◆ (1) 消防団庁舎整備事業 12,242 △ 1,183 11,059

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 消防団資機材整備事業 31,416 △ 9,899 21,517

事業執行に伴う執行差金の減額

9 消防団車両整備事業 104,521 △ 2,226 102,295

債　消防施設整備事業債 79,900 △ 2,200 77,700

一　般　財　源 24,621 △ 26 24,595

◆ (1) 消防団車両購入事業 80,486 △ 2,226 78,260

事業執行に伴う執行差金の減額

10 人件費（防災費） 309,973 △ 40,715 269,258

一　般　財　源 309,973 △ 40,715 269,258

◆ (1) 嘱　託 8,998 2,607 11,605

◆ (2) 職　員 289,703 △ 38,853 250,850

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 11,148 △ 4,469 6,679

今年度の執行見込みを勘案した補正



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

消防費 11 防災計画等整備事業 2,103,359 △ 207,052 1,896,307

市　現年課税分（事業所税） 310,000 0 310,000

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 10,149 △ 3,702 6,447

繰　津波対策事業基金繰入金 1,694,432 △ 196,545 1,497,887

一　般　財　源 88,778 △ 6,805 81,973

◆ (1) 津波対策事業 2,076,959 △ 207,052 1,869,907

事業執行に伴う執行差金の減額

12 市民防災意識啓発事業 5,688 △ 347 5,341

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 2,022 △ 347 1,675

一　般　財　源 3,666 0 3,666

県交付金の内示に伴う事業費の減額

13 防災施設・資機材管理事業 939,020 △ 1,608 937,412

市　現年課税分（事業所税） 82,000 0 82,000

県　緊急地震・津波対策等交付金（防災） 53,292 1,097 54,389

債　防災施設整備事業債 669,700 0 669,700

一　般　財　源 134,028 △ 2,705 131,323

◆ (1) 情報通信事業 106,555 △ 1,608 104,947

事業執行に伴う執行差金の減額

14 津波対策事業基金積立金 7,108 4,289 11,397

財　津波対策事業基金運用収入 173 289 462

寄　津波対策事業基金費寄附金 6,935 4,000 10,935

寄附金の見込み及び運用収入の確定に伴う積立金の追加



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後

教育費 1 人件費（教育総務費） 4,282,113 561,107 4,843,220

一　般　財　源 4,282,113 561,107 4,843,220

◆ (1) 嘱　託 20,474 2,939 23,413

◆ (2) 職　員 4,240,900 560,885 4,801,785

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 14,864 △ 2,717 12,147

今年度の執行見込みを勘案した補正

2 通園・通学バス運行事業 211,932 △ 20,000 191,932

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 26,000 0 26,000

一　般　財　源 185,932 △ 20,000 165,932

事業執行に伴う執行差金の減額

3 コミュニティ・スクール推進事業 7,916 △ 2,535 5,381
国　学校・家庭・地域連携協力推進
    事業費補助金 271 0 271

一　般　財　源 7,645 △ 2,535 5,110

事業執行に伴う執行差金の減額

4 はままつ人づくりネットワーク推進事業 10,040 △ 3,043 6,997

一　般　財　源 10,040 △ 3,043 6,997

事業執行に伴う執行差金の減額

5 放課後児童会健全育成事業 851,734 △ 57,670 794,064

市　現年課税分（事業所税） 5,000 0 5,000
国　学校・家庭・地域連携協力推進
　　事業費補助金 3,864 △ 398 3,466

国　子ども・子育て支援交付金（教育） 269,190 △ 17,289 251,901

県　放課後児童健全育成事業費補助金 269,190 △ 17,289 251,901

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 5,000 0 5,000

一　般　財　源 299,490 △ 22,694 276,796

◆ (1) 放課後児童会運営支援事業 833,284 △ 57,670 775,614

国補助金の内示及び事業執行に伴う執行差金の減額

6 人件費（教育施設費） 169,737 △ 7,349 162,388

一　般　財　源 169,737 △ 7,349 162,388

◆ (1) 嘱　託 14,761 2,393 17,154

◆ (2) 職　員 147,544 △ 6,068 141,476

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 7,432 △ 3,674 3,758

今年度の執行見込みを勘案した補正

事　業・事　項



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 7 学校情報技術環境整備事業 1,644,852 △ 14,000 1,630,852

一　般　財　源 1,644,852 △ 14,000 1,630,852

事業執行に伴う執行差金の減額

8 学校教育振興基金積立金 1,021 △ 2 1,019

財　学校教育振興基金運用収入 21 △ 2 19

寄　学校教育振興基金費寄附金 1,000 0 1,000

運用収入の確定に伴う積立金の減額

9 教育施設運営経費 19,253 △ 2,681 16,572

一　般　財　源 19,253 △ 2,681 16,572

事業執行に伴う執行差金の減額

10 人件費（教職員管理費） 313,572 56,426 369,998

一　般　財　源 313,572 56,426 369,998

◆ (1) 嘱　託 14,960 △ 633 14,327

◆ (2) 職　員 298,612 57,059 355,671

今年度の執行見込みを勘案した補正

11 教職員管理運営経費 13,495 1,767 15,262

一　般　財　源 13,495 1,767 15,262

過年度国庫負担金の確定に伴う国庫返還金の追加

12 人件費（教育センター費） 115,485 17,603 133,088

諸　その他収入 4,190 0 4,190

一　般　財　源 111,295 17,603 128,898

◆ (1) 嘱　託 17,208 2,853 20,061

◆ (2) 職　員 94,561 14,787 109,348

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 3,716 △ 37 3,679

今年度の執行見込みを勘案した補正



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 13 人件費（教育指導費） 547,391 4,762 552,153

国　部活動指導員配置促進事業費補助金 10,986 △ 1,666 9,320

一　般　財　源 536,405 6,428 542,833

◆ (1) 附属機関の委員等 32,960 △ 5,000 27,960

◆ (2) 嘱　託 59,226 21,591 80,817

◆ (3) 国際交流員 4,554 △ 551 4,003

◆ (4) 外国人児童生徒指導相談員 3,276 △ 4 3,272

◆ (5) 外国語指導助手 82,992 △ 7,132 75,860

◆ (6) 再任用短時間勤務職員 3,716 △ 3,716 0

◆ (7) 職　員 360,667 △ 426 360,241

今年度の執行見込みを勘案した補正

14 発達支援教育推進事業 46,759 △ 11,664 35,095

国　教育支援体制整備事業費補助金 9,840 △ 4,018 5,822

諸　その他収入 45 0 45

一　般　財　源 36,874 △ 7,646 29,228

国補助金の内示に伴う減額

15 外国人子ども教育支援推進事業 122,058 △ 3,507 118,551
国　帰国・外国人児童生徒支援事業費
    補助金 26,531 △ 1,169 25,362

一　般　財　源 95,527 △ 2,338 93,189

国補助金の内示に伴う減額

16 不登校児支援推進事業 69,891 △ 756 69,135

国　補習指導員等派遣事業費補助金 5,268 △ 2,760 2,508

一　般　財　源 64,623 2,004 66,627

国補助金の内示及び事業執行に伴う執行差金の減額



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 17 人件費（小学校教職員管理費） 21,382,695 △ 774,422 20,608,273

国　義務教育費国庫負担金 5,292,878 △ 72,711 5,220,167

国　教育支援体制整備事業費補助金 23,564 0 23,564

国　在外教育施設派遣教員委託金 25,118 2,786 27,904

諸　その他収入 3,200 0 3,200

一　般　財　源 16,037,935 △ 704,497 15,333,438

◆ (1) 嘱　託 355,797 12,841 368,638

◆ (2) 少人数学級対応講師 206,965 △ 68,830 138,135

◆ (3) 職　員 20,608,589 △ 683,262 19,925,327

◆ (4) 再任用短時間勤務職員 211,344 △ 35,171 176,173

今年度の執行見込みを勘案した補正

18 教職員管理事業（小学校教職員管理費） 431,548 △ 11,500 420,048

一　般　財　源 431,548 △ 11,500 420,048

◆ (1) 人事管理事業 138,039 △ 8,500 129,539

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 学校用務員業務委託事業 293,509 △ 3,000 290,509

事業執行に伴う執行差金の減額

129,797 △ 145 129,652

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 3,000 0 3,000

一　般　財　源 126,797 △ 145 126,652

今年度の執行見込みを勘案した補正

20 授業用教材教具導入事業（小学校管理費） 251,267 34,485 285,752

国　理科教育等設備整備費補助金 2,880 0 2,880

一　般　財　源 248,387 34,485 282,872

令和2年度学級編制に伴う学校教材・学校用具整備に要する経費の追加

21 小学校給食事業 785,425 △ 2,533 782,892

一　般　財　源 785,425 △ 2,533 782,892

事業執行に伴う執行差金の減額

19 学校教育指導支援員配置事業
   （小学校教職員管理費）



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 22 小学校建設事業 1,708,261 734,779 2,443,040

市　現年課税分（事業所税） 118,000 130,800 248,800

国　公立小中学校整備事業費負担金 125,732 0 125,732

国　学校施設環境改善交付金 268,776 172,562 441,338

債　小学校整備事業債 1,170,100 169,000 1,339,100

一　般　財　源 25,653 262,417 288,070

【国補正】【繰越明許費】

事業執行に伴う執行差金の減額及び国補正予算に伴う事業費の追加

・事業執行に伴う執行差金の減額　△17,362千円

・国補正予算に伴う事業費の追加　 752,141千円（繰越明許費）

　船越小学校、可美小学校

23 学校施設整備事業（小学校建設費） 632,006 3,256,851 3,888,857

市　現年課税分（事業所税） 317,000 0 317,000

国　学校施設環境改善交付金 0 504,078 504,078

国　防災・安全社会資本整備交付金 1,832 △ 1,227 605

繰　学校教育振興基金繰入金 0 56,096 56,096

債　小学校整備事業債 0 2,359,400 2,359,400

一　般　財　源 313,174 338,504 651,678

【国補正】【繰越明許費】

国補正予算及び令和2年度学級編制に伴う普通教室等整備事業費の

追加並びに執行差金の減額

・国補正予算に伴う事業費の追加　　　　3,204,788千円（繰越明許費）

　空調PFI事業

・普通教室等の整備に要する経費の追加　　 53,128千円

・事業執行に伴う執行差金の減額   　　 　△1,065千円

24 人件費（中学校教職員管理費） 12,823,383 △ 668,408 12,154,975

国　義務教育費国庫負担金 3,078,082 △ 16,991 3,061,091

国　教育支援体制整備事業費補助金 10,470 0 10,470

国　在外教育施設派遣教員委託金 14,542 △ 366 14,176

一　般　財　源 9,720,289 △ 651,051 9,069,238

◆ (1) 嘱　託 205,975 △ 6,176 199,799

◆ (2) 職　員 12,462,192 △ 644,991 11,817,201

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 155,216 △ 17,241 137,975

今年度の執行見込みを勘案した補正



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 25 教職員管理事業（中学校教職員管理費） 206,579 △ 4,000 202,579

一　般　財　源 206,579 △ 4,000 202,579

◆ (1) 人事管理事業 107,596 △ 4,000 103,596

事業執行に伴う執行差金の減額

39,952 △ 424 39,528

一　般　財　源 39,952 △ 424 39,528

今年度の執行見込みを勘案した補正

27 中学校管理事業 144,470 △ 691 143,779

一　般　財　源 144,470 △ 691 143,779

◆ (1) 学校用地借上事業 26,022 △ 691 25,331

用地買収に伴う借地料の減額

28 中学校給食事業 375,077 △ 2,270 372,807

一　般　財　源 375,077 △ 2,270 372,807

事業執行に伴う執行差金の減額

29 中学校建設事業 17,583 △ 8,173 9,410

市　現年課税分（事業所税） 15,000 △ 6,000 9,000

一　般　財　源 2,583 △ 2,173 410

事業執行に伴う執行差金の減額

30 学校施設整備事業（中学校建設費） 449,163 1,277,712 1,726,875

市　現年課税分（事業所税） 294,000 0 294,000

国　学校施設環境改善交付金 0 224,488 224,488

国　防災・安全社会資本整備交付金 3,614 △ 2,510 1,104

繰　学校教育振興基金繰入金 0 24,897 24,897

債　中学校整備事業債 0 916,700 916,700

一　般　財　源 151,549 114,137 265,686

【国補正】【繰越明許費】

国補正予算及び令和2年度学級編制に伴う普通教室等整備事業費の

追加並びに執行差金の減額

・国補正予算に伴う事業費の追加　　　　1,277,712千円（繰越明許費）

　空調PFI事業

・普通教室等の整備に要する経費の追加　　  2,510千円

・事業執行に伴う執行差金の減額   　　 　△2,510千円

26 学校教育指導支援員配置事業
　 （中学校教職員管理費）



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 31 人件費（市立高校管理費） 765,531 △ 25,807 739,724

使　高等学校授業料 147,906 △ 1,238 146,668

使　高等学校入学検定料 1,172 0 1,172

使　高等学校入学料 2,373 0 2,373

一　般　財　源 614,080 △ 24,569 589,511

◆ (1) 附属機関の委員等 8,036 △ 1,988 6,048

◆ (2) 嘱　託 8,627 △ 308 8,319

◆ (3) 外国人指導講師 4,746 △ 30 4,716

◆ (4) 職　員 740,406 △ 22,457 717,949

◆ (5) 再任用短時間勤務職員 3,716 △ 1,024 2,692

今年度の執行見込みを勘案した補正

32 市立高校教育事業 19,397 △ 959 18,438

国　理科教育等設備整備費補助金 448 0 448

諸　その他収入 103 0 103

一　般　財　源 18,846 △ 959 17,887

事業執行に伴う執行差金の減額

33 市立高校管理運営経費 105,456 △ 1,217 104,239

使　高等学校施設使用料 382 0 382

使　高等学校証明手数料 140 0 140

県　高等学校就学支援金事務費負担金 0 105 105

諸　その他収入 522 0 522

一　般　財　源 104,412 △ 1,322 103,090

事業執行に伴う執行差金の減額

34 人件費（幼稚園費） 2,087,201 △ 181,417 1,905,784

使　市立幼稚園保育料 180,409 0 180,409

一　般　財　源 1,906,792 △ 181,417 1,725,375

◆ (1) 嘱　託 108,909 △ 2,633 106,276

◆ (2) 職　員 1,948,519 △ 185,997 1,762,522

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 7,432 7,213 14,645

今年度の執行見込みを勘案した補正

35 市立幼稚園教職員管理事業 231,417 △ 61,121 170,296

一　般　財　源 231,417 △ 61,121 170,296

事業執行に伴う執行差金の減額



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 36 私立幼稚園助成事業 275,324 △ 77,188 198,136
国　子ども・子育て支援交付金
　　（幼児教育） 58,643 △ 25,730 32,913

県　子ども・子育て支援交付金 58,643 △ 25,730 32,913

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 1,000 0 1,000

一　般　財　源 157,038 △ 25,728 131,310

◆ (1) 私立幼稚園教育振興助成事業（補助金） 259,274 △ 77,188 182,086

事業執行に伴う執行差金の減額

37 私立幼稚園就園奨励等助成事業 596,373 △ 53,721 542,652

国　幼稚園就園奨励費補助金 185,410 △ 18,861 166,549
国　子ども・子育て支援交付金
　　（幼児教育） 10,312 △ 10,312 0
国　幼児教育・保育無償化推進事業費
　　補助金 0 16,038 16,038

繰　過疎地域自立促進事業基金繰入金 1,000 0 1,000

一　般　財　源 399,651 △ 40,586 359,065

事業執行に伴う執行差金の減額

38 幼児教育・保育無償化事業 1,830,140 △ 354,220 1,475,920

国　施設等利用費負担金 915,069 △ 177,235 737,834

県　施設等利用費負担金 457,534 △ 88,618 368,916

一　般　財　源 457,537 △ 88,367 369,170

事業執行に伴う執行差金の減額

39 学校給食センター事業 1,389,285 △ 16,786 1,372,499

諸　学校給食指導費助成金 108 0 108

諸　学校給食費保護者等負担金 814,642 △ 12,182 802,460

諸　その他収入 31 40 71

一　般　財　源 574,504 △ 4,644 569,860

◆ (1) 学校給食食材購入事業 814,642 △ 12,182 802,460

事業執行に伴う執行差金の減額

◆ (2) 学校給食センター管理運営事業 574,643 △ 4,604 570,039

事業執行に伴う執行差金の減額



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 40 人件費（健康安全費） 197,181 △ 2,979 194,202

一　般　財　源 197,181 △ 2,979 194,202

◆ (1) 嘱　託 23,488 2,390 25,878

◆ (2) 職　員 169,977 △ 5,430 164,547

◆ (3) 再任用短時間勤務職員 3,716 61 3,777

今年度の執行見込みを勘案した補正

41 学校保健衛生事業 33,071 △ 678 32,393

国　がん教育総合支援事業委託金 719 0 719

諸　学校保健研究活動費助成金 67 0 67

一　般　財　源 32,285 △ 678 31,607

事業執行に伴う執行差金の減額

42 学校安全事業 10,355 △ 687 9,668
国　地域ぐるみの学校安全体制整備推進
　　事業費補助金 2,229 △ 229 2,000

一　般　財　源 8,126 △ 458 7,668

事業執行に伴う執行差金の減額

43 健康安全運営経費 14,155 △ 1,634 12,521

県　静岡茶愛飲推進事業費補助金 7,300 △ 1,634 5,666

一　般　財　源 6,855 0 6,855

事業執行に伴う執行差金の減額



(単位：千円)

補正前 補正額 補正後

公債費 1 公債管理特別会計繰出金（償還元金） 29,531,193 △ 494,651 29,036,542

市　現年課税分（都市計画税） 3,657,000 149,000 3,806,000

使　住宅使用料 467,788 0 467,788

諸　住宅新築資金等貸付金元利収入 888 0 888

諸　大型商業施設建設資金貸付金元金収入 212,000 0 212,000

諸　保留床取得資金貸付金元金収入 25,612 20,000 45,612

一　般　財　源 25,167,905 △ 663,651 24,504,254

償還額確定に伴う公債管理特別会計への繰出金の減額

2,015,260 △ 573,814 1,441,446

市　現年課税分（都市計画税） 93,000 0 93,000

市　滞納繰越分（都市計画税） 29,000 0 29,000

使　住宅使用料 32,909 0 32,909

繰　減債基金繰入金 100,000 0 100,000

諸　住宅新築資金等貸付金元利収入 23 0 23

一　般　財　源 1,760,328 △ 573,814 1,186,514

償還利子確定に伴う公債管理特別会計への繰出金の減額

3 公債管理特別会計繰出金（公債諸費） 77,547 △ 18,535 59,012

一　般　財　源 77,547 △ 18,535 59,012

令和元年度市場公募債発行額の確定による発行事務手数料の減額に伴う

公債管理特別会計への繰出金の減額

事　業・事　項

2 公債管理特別会計繰出金
　（償還金利子及び割引料）



債務負担行為一覧（一般会計）

一般会計【設定】 (単位：千円)

総務費 1 多言語通訳支援業務委託費
タブレット端末のテレビ通話付き通訳による、来庁者と通
訳者及び市職員の同時会話支援業務委託費

0 4,570
令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

2
クラウド基盤選定・導入支援
業務委託費

庁内の情報システムで共有するクラウド基盤の選定及び導
入支援業務委託費

0 17,600
令和2年4月からの事業実施に際し、プロポーザルにかかる
準備期間を確保するため、債務負担行為を設定するもの

3
重要マスターファイル磁気
テープ保管業務委託費

重要記録データの保管業務委託費 0 370

4
共同利用サーバ保守運用支援
業務委託費

共同利用サーバシステムの保守及び運用支援業務委託費 0 3,329

5
地域情報センター施設運転管
理業務委託費

地域情報センターの建築物及び付帯設備の維持管理運転業
務委託費

0 15,418

総務費
・民生費

6
空気調和関連機器設備保守点
検業務委託費

東部協働センターほか14施設における空気調和関連機器設
備保守点検業務委託費

0 5,354

総務費 7
南区役所庁舎総合管理業務委
託費

南区役所庁舎の警備、清掃及び施設管理の総合管理業務委
託費

0 15,951

8
行政連絡文書配達業務委託費
（北区・浜北区）

行政連絡文書の自治会配布責任者宅配達業務委託費 0 5,272
令和2年4月からの事業実施に際し、入札業者の人員及び車
両確保に伴う準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

9
図書館間図書等運搬業務委託
費

図書館間の図書及び視聴覚資料等運搬業務委託費 0 19,914
令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

民生費 1 市立保育園遠足バス賃借料 市立保育園の3歳以上児の遠足バス賃借料 0 1,356
令和2年4月からの事業実施に際し、入札業者の準備期間を
確保するため、債務負担行為を設定するもの

民生費
・教育費

2
教育関係施設等文書連絡業務
委託費

学校・幼稚園・保育園と教育委員会事務局との間の文書連
絡業務委託費

0 19,196

衛生費 1
南清掃事業所清掃事業用薬品
購入経費

南部清掃工場におけるごみ焼却処理に伴う清掃事業薬品の
購入経費

0 51,741

2
大気測定局機器保守点検業務
委託費

大気測定局における機器保守点検及び点検時に発生する産
業廃棄物の収集運搬業務委託費

0 23,430

令和元年度から
令和2年度まで

№款 債務負担行為設定の理由事業内容事　　　　　項 限度額 期間

令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

※参考
R1.2月計上



一般会計【設定】 (単位：千円)

№款 債務負担行為設定の理由事業内容事　　　　　項 限度額 期間
※参考

R1.2月計上

農林水
産業費

1
未来を拓く農林漁業育成事業
費補助金

農林漁業の付加価値の向上や新たな価値の創出、新規販路
の開拓を図る取組及びそれを支える地域の事業や活動に対
する補助金

0 5,000
令和2年4月からの事業実施に際し、補助金の採択にかかる
準備期間を確保するため、債務負担行為を設定するもの

土木費 1 交通安全施設修繕業務委託費 道路照明施設の修繕業務委託費 0 66,004

2
ＪＲ浜松駅前広場等清掃業務
委託費

ＪＲ浜松駅北口及び南口広場の清掃業務委託費 0 22,458

3
アクト通り・アクアモール維
持管理業務委託費

アクト通り及びアクアモールの各種設備保守点検、維持管
理等業務委託費

0 15,905

4
道路情報システム設備保守点
検業務委託費

北区・天竜区道路情報システムの設備保守点検業務委託費 0 14,000

5 街路樹管理等業務委託費 国県道及び市道の街路樹維持管理業務委託費 0 482,062

6
道路・河川排水路維持修繕業
務委託費

道路及び河川等の小破修繕、路面清掃等の業務委託費 0 2,221,525
令和元年度から
令和3年度まで

令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間の確保並びに事業期間が複数年度に
わたることから、債務負担行為を設定するもの

7
自転車等放置防止指導業務委
託費

ＪＲ浜松駅周辺の自転車等放置禁止区域及び放置規制区域
における自転車等の放置防止指導業務委託費

0 19,203

8
自転車等保管所管理業務委託
費

回収した自転車等の保管、返還等保管所管理業務委託費 0 12,126

9 公園巡視機動業務委託費
公園管理事務所が管理する指定管理施設以外のすべての公
園についての巡視及び機動業務委託費

0 83,941

10
公園緑地帯定期維持管理業務
委託費

一定規模以上の公園の定期的な維持管理業務委託費 0 335,563

11
動物園汚水処理施設維持管理
業務委託費

動物園の汚水処理施設に関する維持管理業務委託費 0 29,920

12 動物園飼料供給等業務委託費
動物園の動物用飼料の調理及び管理等の維持管理業務委託
費

0 11,897

令和元年度から
令和2年度まで

令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

令和元年度から
令和2年度まで

令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの



一般会計【設定】 (単位：千円)

№款 債務負担行為設定の理由事業内容事　　　　　項 限度額 期間
※参考

R1.2月計上

消防費 1
消防局・中消防署合同庁舎設
備運転業務委託費

消防局・中消防署合同庁舎における空調機器・非常用発電
機等の設備運転業務委託費

0 26,603

教育費 1
教育関係施設可燃ごみ収集運
搬業務委託費

旧浜松地域の教育関係施設における可燃ごみの収集運搬業
務委託費

0 19,763

2
土曜日開設放課後児童会運営
業務委託費

放課後児童会の土曜日開設にかかる運営業務委託費 0 5,276
令和2年4月からの事業実施に際し、指名競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

3
泉小学校他３施設放課後児童
会施設整備事業費

泉小学校、佐藤小学校、与進小学校、芳川小学校の放課後
児童会施設整備にかかる設計及び地質調査業務委託費

0 21,727
事業期間が複数年度にわたることから、債務負担行為を設
定するもの

4 プリンター用消耗品購入経費 小中学校配置のプリンター用消耗品の一括購入経費 0 23,639
令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

5 小学校授業用教材購入経費
小学校の学習指導要領改訂に伴う教師用教科書及び指導書
等の購入経費

0 510,759
令和2年4月からの事業実施に際し、入札業者の準備期間を
確保するため、債務負担行為を設定するもの

令和2年4月からの事業実施に際し、一般競争入札にかかる
公告期間及び準備期間を確保するため、債務負担行為を設
定するもの

令和元年度から
令和2年度まで



一般会計【変更】 (単位：千円)

変
更
前

400,217
変
更
前

令和元年度から
令和8年度まで

変
更
後

511,160
変
更
後

令和元年度から
令和6年度まで

変
更
前

344,863

変
更
後

389,028

土木費
変
更
前

市道鴨江倉松線鴨江倉松跨線橋橋
りょう修繕工事費

変
更
前

市道鴨江倉松線鴨江倉松跨線橋の上部工補
修、塗装塗替、橋面防水等工事費及び足場
工委託費

変
更
前

189,500

変
更
後

市道鴨江倉松線鴨江倉松跨線橋橋
りょう修繕業務委託費

変
更
後

市道鴨江倉松線鴨江倉松跨線橋橋りょう修
繕工事にかかる足場工委託費

変
更
後

65,500

変
更
前

2,230,150

変
更
後

1,707,511

変
更
前

小中学校空調設備整備事業費及び設
備維持管理運営費

変
更
前

市内小中学校80校、1,294教室(小学校53
校、890教室、中学校27校、404教室)に対
する空調の設置費及び設置後の維持管理業
務委託費

変
更
前

5,232,660

変
更
後

小中学校空調設備維持管理業務委託
費

変
更
後

市内小中学校80校、1,294教室(小学校53
校、890教室、中学校27校、404教室)に対
する空調の維持管理業務委託費

変
更
後

742,500

2

土地改良事業に対する償還助成

令和元年度から
令和14年度まで

可美小学校改築及び改築に伴う解体事業費

△ 1,000

令和元年度から
令和19年度まで

1

4,482,500

令和元年度から
令和4年度まで

1 可美小学校改築事業費 改築事業費を令和元年度に計上したことによるもの487,298

2

浜名湖北部用水土地改良区が県営水利施
設整備事業等に対して負担する地元負担
金の助成
（令和元年度設定分）

工程の変更に伴う委託費の追加及び契約時期の変更
に伴う工事費の減額によるもの

0

令和元年度から
令和3年度まで

農林水
産業費

期間 債務負担行為変更の理由

県事業費の追加に伴う地元負担金の追加によるもの

事業内容 限度額

1
浜松土地改良区が県営水利施設整備事業
等に対して負担する地元負担金の助成
（令和元年度設定分）

款
※参考

R1.2月計上
№ 事　　　　　項

空調設置にかかる経費を令和元年度に計上したこと
によるもの

0土地改良事業に対する償還助成

県事業費の追加に伴う地元負担金の追加によるもの

教育費


